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6．1 ケ ー
ス ヒ ス トリ

ー
の 概観

6．2 橋梁基礎の 建設　　　　 （9月号掲載）

6．3　掘削時の地盤変形　　　　（10月号掲載）

6．4　原子力発 電所建設に 伴 う地盤評価

　6．4．1 概要

　原 子 力発電所 の 立 地 に お い て は，基礎岩盤 の 強度
・
変

形特性 に 関 す る 各種試験 が 実施 され ，設計や 地 盤の 安定

性評価 に 適用されて い る 。 ま た ， 大規 模 な 掘 削工 事 に伴

い 各種 の 計測 が 実施され，地盤の 物性 と挙動 に つ い て検

討 さ れ て い る。

　 こ こ で は，著者 らが堆積軟岩 を対象に 実施 した各種 の

変形試験 や掘削工 事 に お け る計測結果を 基 に ，軟岩 の 変

形特性 に つ い て 検討 した結果 につ い て 紹介 す る。

　6．4．2 岩石
・
岩盤試験に よる 変形特性

　新 第三 紀鮮新世 の 堆積軟岩 （泥岩）を基礎地盤 とす る

原子 力 発電所の 調 査 に お い て 実施 した 各種 の 変形試験，

計測 の 結果を整理 し，変形特性 に 影響 を与 え る要因 や 各

種手法 で 得 られ た変形特性の 関係な どに つ い て検討 した。

　（1） 各種試験方法 に よ る変形 係数 （ヤ ン グ係tu　E ）

　対象 と した 軟岩 の 基 本 的な 物性値 は ，湿潤密度は 1．74

g／cm3 ，圧縮強度 は 30　kgf！cm2 程 度 ，変 形 係数 （E50）

は 5700kgf！cm2 程度で あ る。

　 こ の ような軟岩 に 対 して ， 単調載荷，繰返 し載荷，単

周 期載荷に よ る 各種の 試験を実施 し，詳細 に変形係数 を

求 め た。す な わ ち，単 調 載 荷 の 試 験 の 変形係数は，孔内

水 平載荷試験 お よ び平板載荷試験 で は荷 重 〜変位 曲 線 で

の 直線部の 勾配に よ る変形係数，三 軸圧縮試験でけ応力

〜ひ ずみ 曲線の 割線変形係数　E50で あ る 。 な お，三軸圧

縮試験は 試料採取深度 の 有効土被 り圧 で圧密 した 後 に 非

排 水 状態 で 実施 した。

　 また ， 従来動的 な試験 と呼ば れ て い る 繰 返 し載荷 の 変

形係数は，繰返 し平板載荷試験 お よび 繰返 し単純せ ん 断

試 験 で の lfE 〜ε 関 係 の 切 片値 か ら Hardin−Dmevich

（ハ
ーデ ィ ン

・ドル ネ ビ ッ チ）モ デル で の 算出方法
1）に

な ら っ て 算 出 した 10
−6〜10

−5
程度 の 微小 ひ ず み レ ベ ル

で の 変形係数 で あ る 。

　 単 周 期載荷 の試験 とはパ ル ス状 の 外力 を与 え て そ の弾

性応答を 利用 す る方法 の こ とをい う。その 変形係数 は ，

サ ス ペ ン シ ョ ン PS 検層，試掘坑 内弾性 波速度測定 か ら
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得 られ る S 波速度 砿 か ら算定 した 。
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図
一6．33 各種 方法 に よ る 変形 係数

　　　　　　　　　　　　　　 方法 に よ っ て ，単調載

荷 の グ ループと繰返 し載荷な らび に 単周期載 荷 の 二 つ の

グ ル
ー

プに 大別で き そ うで あ る 。

　  　変形特性の ひ ず み レ ベ ル 依存性

　載荷方法に よ っ て 変形係数 が大 き く異な る こ とか ら，

載荷方法 とひ ずみ レベ ル の 関係 に 着 目 して 検討 した。

　繰返 し平板載荷試験 ， 孔内水 平 載荷試験，三 軸圧 縮 試

験お よび繰返 し単純 せ ん 断試験 に よ る せ ん 断剛性率 G

を ひ ず み レベ ル に 関 して 整理 した （図
一6．34）。 三軸圧

縮試験で は，各応力 レ ベ ル で の 応力〜ひ ず み 曲線 の 接線

勾配 と三 軸圧縮試験 に よ る ボ ア ソ ン 比 か ら せ ん 断 剛 性 率

を算出 した。孔内水平載荷試験 で は ボ
ー

リ ソ グ孔 の 孔径

の 変化で 定義さ れ る空洞 ひ ず み と圧力の 関係 か ら，各圧

力 レ ベ ル に お け る 接線勾配 と して 算出 した。一
方 ， 繰返

し平 板 載荷試験，繰返 し単純 せ ん 断試験で は，繰返 しの

応力 とひ ず み の 関係 （履歴 曲線） か ら割線剛性 を求 め た 。

　単調載荷 の 試験 で ある三 軸圧縮試験 に よ るせ ん断剛性

率 と孔内水平載荷試験に よ る値 と はおおむね
一

致 して お

り，ま た ，繰返 し載荷 の 試験で あ る 平板載荷試験 に よ る

せ ん 断 剛性 率 と単 純せ ん 断試験 に よ る 値 とで は ，前者 が

若干 小さ くな っ て は い るが ， お お む ね
一

致 して い る。こ

の よ うに載荷方法 とひ ずみ レベ ル に 着 R して 各種 の 試験

結果を整理 した 結果，載荷方法 に よ っ て 対象 と して い る
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図一6．34　各種 方法 に よ る 同 じ深度 レベ ル に お け るせ ん断
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三 軸圧縮 試験 の せ ん 断剛性 率と せ ん 断ひ ずみ

ひ ず み レベ ル が 異な っ て い る こ とお よ び同 種 の載荷方法，

すなわ ち 同程度の ひ ずみ レベ ル で は 試験方法 に よ らずせ

ん 断剛 性 率 は ほ ぼ 同 じ値 とな る こ とが示 され た 。 そ こ で ，

こ の 事象 を さ らに 詳 し く見 るた め に以 下 の 検討 を行 っ た。

　 ま ず，せ ん 断剛性率の ひ ず み 依存性 を 詳細 に調 べ る た

めに，同
一

の 試験方法 で広 い ひ ずみ範囲 に わ た っ て 変形

特性 を把握 す る こ と と した 。 こ こ で は，供試体の 側面中

央部 に LDT （局所変形測定装置） を貼 り付け た三 軸圧

縮試 験 を 実 施 し，微小ひ ず み レベ ル か ら通常 の 三 軸圧縮

試験 （外部変位計） で 測定 さ れ るひ ずみ レベ ル ま で の 計

測 を行 っ た 。 こ の結果 と外部変位計を用 い た試験結果を

合せ て図
一6．35に示す。外部変位計 を用 い た試験結果は ，

そ の ひ ず み レベ ル で あ る 10−4 後半以上 の 範囲 で LDT

に よ る試験結果 とほ ぼ一
致 して お り，両者の 試験結果 を

連続 した デ
ー

タ と して取扱 うこ とが で きそうで ある。

　次 に ， LDT を用 い た 三 軸圧縮試験 に よ る 10−6程 度

の ひ ずみ レベ ル で の せ ん断剛性率と，繰返 し単純せ ん 断

試験，繰返 し平板載荷試験 の 微小 ひ ず み レ ベ ル に お け る

せ ん 断弾性係数 お よ び 単 周期載荷で あ る試掘坑 内で の 弾

性波測 定 ， サ ス ペ ン シ ョ ン PS 検層か ら得 られ た せ ん 断

剛性率 と を合 わ せて図
一6．36に 示 す 。 こ の 図に よ る と，

載荷方法 が 単調載荷で あ る 三 軸圧縮試験 に よる微小 ひ ず

み レベ ル で の せ ん 断 剛 性 率 は，他 の 載荷方法 に よ る 値 と

ほ ぼ整合 して い る。

　以上 の こ とか ら，前述の 図一6．33で は 載荷方法に よ っ

て変形特性 が大幅 に 異 な る よ うに見 え たが，対象とす る

ひ ず み レ ベ ル を合 わ せ る と載 荷 方 法 に よ らず ほ ぼ 同程度

の 変形 特性 が得 られ る こ とが示 され た。

　6．4，3 掘削工 事 における変形の 評価

　 こ こ で は ，原 子力発電 所基礎掘削工 事 に お い て実施 し

た 山留 め 工 の 変形挙動計測 と平面 ひ ず み 状態 の 二 次 元
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FEM 解析結果 に つ い て 紹介 す る。

　当工事は ，ま ず標高45m の 原地 山 状態 か ら標高
一10

m ま で の 造成工 事 を行 い
， そ の 後，標高一40m ま で の
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図
一6．36　微 小 ひ ず み レベ ル に お

　　　　 け るせ ん 断弾性係数

工 や背後 の地盤の 変形挙動

を 計測 した。

　垂直掘削時の 山 留 め工 の

変 形挙 動 を FEM 解析 で 再

現 し，地盤 の 変形特性 な ど

の物性値 に つ い て 検討 した。

垂直掘削時 の 山留め 工 お よ

び 背後地 盤 の 実測結果に 最

も良 く合 う変 形 係 数 は孔 内

載荷試験 の 除荷時の 値 に近

い 値 と な っ た （表一6．5，

図
一6．38）。また ，ボ ア ソ

　　原地山

拷懸 拓一1LI・
　　　　L　　一

　　畢直掘肖1｝

「
呂号機

T

掘削造戊

　　　ゴ 可

1 小領域
西

引 転グ1
　　　　　　

　「
　 　 3

大領域

，鼎．25。。
II
’ 1 1

ン 比 は垂直掘 削前 の 地 圧 を解 析 で最 も適 切 に 再 現 で きた

値 の 0．46を 用 い た （図
一6．39）。こ こ で ，地圧 は孔内載

荷試験 に よ り計測 し，解析で は，原 地 山状態の 地 圧 か ら

掘削造成 に 伴 い 除荷 され る地圧分 を 引い た 残留地圧を算

定 した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図
一6．38に は
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図
一6．37FEM 解 析用モ デル

三 軸Ko 圧 密試

験の ボ ア ソ ン 比

0．34を用 い た 解

析結果 も示 す が，

こ ち らの方 が変

形は大き くな っ

て い る。こ れ は，

小 さ い ボ ア ソ ン

表
一6．5 解析用 地盤物 性値

原　設　 計 掘削終了時 の 解析

ボア ソ ン 比 ボ ア ソ ン 比

初期 掘削時

変形 係数
（kgf！cm2 ）

初期

変形係数
（kgf！cm2 ）

安 田層 粘性土

掘削時

0．46

1400〜23001400〜230  

　 2300 2300西
山
層
泥
岩

1
　 　 0．491 0．3448000 ．49

4650

m 7300 7000

初期 ：原地 山状態の 地盤 内応刀 計算時

変形 係数 は孔内載荷 試験除荷時 の値

比 を 用い る と原地山状態 か らの 造 成 工事に よ る水 平 方向

の除荷荷重が小さ く算定 され る ため，垂直掘削開始前の

残留水平 地 圧 が 大 き くな り （図一6，39），そ の 結果，垂

直掘削に よ る 水平方向の 解放応力 お よび 変形 も大 き くな

る た め で あ る 。

　以上 の 検討 の 結果，以下 の 知見が 得 られ た 。

　 ・ 山 留め 工 の 変形挙動 は，孔内載荷試験 に よる 変形係

　　数 と地圧分布 を 用 い た FEM 解析 で 予測 可能で あ る 。

　 　土 と基礎，45− 11 （4ア8）
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図
一6．38　山留 め壁 お よび 背面 地盤 の 挙 動解析結果
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図一6．39　山 留め 壁 背面地 圧 分 布 の 比 較 （主 計 測 ライ ソ ）
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表一6．6　掘 削規模 と誤差

掘 　削　 規 　模 　 　　　　　 　　 実 測 値 に

番 号

No ．1

最大幅
L （m ）

最 小幅　　 深 さ
β 〔m ） D ，L．（m ）

排土 重 量

∠1ρ （tf〆m2 ）

対 す る

解析値の

最大誤差

110 7022 ．5 4035 18％

No ，2100 5020 ，0 22％

No ．310D 7518 ．0 25 ％

No ．41   5 3023 ，0

3245

14％

・ 山留め 工 の 変形挙動 は 地圧分布 に 大 きな 影響を受け

る。特 に大規模 な造成 工 事 の 後 の 垂 直掘削工 事で は，

垂 直 掘削直前の 地圧 の 把握 が 重要 で あ る 。
FEM 解

析 で 地圧を求め る場合，変形係数の ほ か に ボ ア ソ ソ

比 が重要で あ る。
。当工 事 で は，垂直掘削開始前の 地 圧 の 測定結果 を 解

析 的 に 再 現 で き るボ ア ソ ン 比 を 用い る と山留 め 工 の

変形挙動の 再現性 も 良か っ た 。

　
一

般 に は 地 形 ， 地質構造，施工 ス ピー
ドや 周 辺 の

工 事状況，工 事履歴な どの 条件 に よ り地 圧 は 異 な る

こ とか ら，今後の 各工 事 ご と に 十 分 な 検討が 必 要 で

あ る。　　　　　　　　　 （寺田賢二 ・
福井史朗）

6．5　ビル建設時の地盤変形

　6．5．1 地盤の リバ ウ ン ドおよび沈下挙動

　掘削に 伴う地盤 の リバ ウ ン ド量 や ビ ル 建設 時 の 即 時沈

下量を予測 す る場 合，PS 検層に よ り得 ら れた 弾性波速

度 を利用 して 地盤 の ヤ ソ グ率を決定す る方法が良 く採用

され る。こ こ で は，そ の適用事例 に つ い て 紹介する。

　（1） 地 盤 の ヤ ソ グ率 の 決定法

　解析 に 用 い る 各土層 の ヤ ソ グ率 E は ，PS 検層 に よ る

Vp
，　V、，土 の 動的変形試験 に よ る G／Gf−7 曲線 お よ び

Steinbrenner（ス タイ ン ブ レ ナ ー） の解3）を利用 し，建

物 の 面積や荷重度に応 じて 決定す る。E の 決定手順を以

下 に 示 す。

　（a ） 微小 ひ ず み で の ヤ ン グ率 Efの 決定

　 ・ 土 質柱状図，PS 検層結果 を利 用 して ±層を 分割 。

　
・下式 よ り各土 層の ヤ ン グ率島 ω を計算 。

　　　Ef＝2（1十 v）
・
ρビ Vs2　・…　……・・………………

　（1）

　　　 V，　Pt ：土 の ボ ア ソ ン 比，湿潤密度

　 （b） 拘束圧 に よ る Efの 補正 （粘 性 土 は除 く）

　 。 有 効 土 被 り圧 σ ．。（iゴの 計算。

　 。基礎表面 を 長方形 に仮定 し，Steinbrenner の解よ

　　 り平均荷重度 AP に よ る増加地 中応力 A σ 。 “）を計算。

　 ・長方形中央部 と隅角部 の 拘束圧依存係数 α 1（i），α 3a）

　　 を，島 が 煽
厂

に 比例す る と し て ，下式 よ り計算。

　　　 α、，3 − （σ ，o
’
＋∠ σ

。i、3 ／σ v。

’……・・・・…一・・・…（2）

　 。 α1ω ，α 3ωの 平均値 α 。。 ，ωお よ び 島 ω を下式 に 代入 し，

補正 ヤ ン グ率 琢 （i）を計算。

　　　Efr＝Ef （1 十 α ave ）12　ttt・t・・・…
　
tt・・・・・・・・・・・・・・…

　（3）

　 （C） ひ ず み レベ ル を 考慮 した E の 決定

　図一6．40に 示 す フ ロ ーに 従 っ て E を 決定す る 。 同図

に お い て ，動的変形試験を実施 して い な い 場合 の GfGf
−
7 曲線 に は，文献 4），5）に示 す も の を 利用 す る。

　 上 記手法 の 適用性を検証 す る た め，掘削に 伴う地 盤 の

リバ ウ ン ド量 を 観測 した 4 現 場 に つ い て ，最終 掘削時

の シ ミ ュ レー
シ ョ ン 解析 を行 っ た

6〕。解析 で は ，∠p を

上方 に作用 さ せ，周 辺 地 盤 の根入 れ効果 は考慮して い な

い 。表一6．6に掘削規模，図
一6．41に 解析 に 用い た 諸定

数 お よ び リバ ウ ン ド量 の 実 測値と解 析値 を対 比 して 示 す 。

最 大 25％ 程 度 の 誤差 は 認 め られ る もの の ，実測値 と解

析値は比較的良 く対応 して い る 。

　  　直接基礎形 式 の 高層建物へ の 適用

　（a） 建物 および地盤概要

　対象 と した 建物 は 地 上 34階，地 下 2 階 ，建築面積約

6　OOO　m2 の 高層 ビ ル で あ る （図
一6．42，図

一6，43）。図
一6．44に 上質柱状 図 を 示 す。こ の 建物 で は上 総層群上 星

川 層 （Tm ，　Ts）を支持層とす る 直接基礎 を採用 した。

表
一6．7に 同層 の 土質特性を示す。な お，基礎設計 に 際
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図
一G．41 解析 に 用 い た 諸定数 お よび リパ ウ ン ド量

して 弾性沈下解析 を 実 施 して お り，手法の 妥当性を検証

す る 目的 で，地盤の 層別沈下量 ，基礎 の 相対沈下 量 等を

観測 した。図
一6．44に 層別沈下 量 の 計測深度，図

一6，42

に沈下計測位置を示 す。

　（b） 直接基礎の 弾性沈下解析法

　地盤 お よび基礎 の 弾性沈下量 を Steinbrennerの解と

三 次 元梁要素を組 み 合わ せ た 手法 に より解析 した。

解析 モ デル　本手法 で は 躯体剛性 を 三 次 元 の 梁要素，地

盤 を Ste量nbrenner の解を 用 い た 弾性ばね と して モ デ ル

化 し，両者 を組み合わせ て
一つ の モ デ ル とす る 。 地 盤ば

ね は，柱 ご とに単位荷重 （柱 の支配面積 で 除 した 等分布

荷重）を 作用させ て 柔性行列 を計算し，そ の 逆行列を求

め る こ とで 得 る。

荷重および基礎剛性　解析 で は ， 各柱の設計軸力に 基礎

重量 を 加算した値を 各節点 に集中荷重 として 作用させ た 。

集中荷重を各支配面積 で 除 した 荷 重 度 は 高層部で 50〜

60tf1皿 2，低 層部 で 15〜30　tf！m2 で あ る。基礎 は 厚 さ 4

m の マ ッ トス ラ ブ 部 と基 礎 梁 （梁 せ い 5m ）部 か ら な

るが，解析で は こ れ を曲げ剛性が等価な梁に 置換 して基

礎剛性 とした。

土質定数　表
一6，8に 解析 に 用 い た土層区分 と土 質定数

を示す。同表の Efは Vs，　Vp か ら計 算 した ヤ ン グ率，　 El

は前述の 手 法に よ っ て 求 め た 解析用 の ヤ ン グ 率 を表 して

い る。E1 の 決定 に 際 して は 基 礎 寸 法 を 100 × 70m ，平

均荷重度を35　tf／m2 として Steinbrennerの 解 を適用 し

鷺

し
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表rf ．7　 E星 川 層 の 土質特性

図
一6．42　建物平 面 図

一

項　 目
固結 ンル ト層
Tm1 −Tm6

砂質土層
Ts1〜Ts4

細粒 分含有 率 6ト 90％ 10〜90〔平均20 ）％

自 然 含 水 比 2Q〜35％ 20〜30％

湿 潤 密 度 1、859 〆cm3 2．1591cm3

一軸圧縮強さ 2ト 40   f！cm2
一

粘　 着　 力 c。＝8〜20   f1Gm2 σ广
0．6〜20kgf ！cm2

内 部 摩 擦 角 φ。广 0〜3ぴ φ 
＝38〜40

°
．

圧 密降伏応力 65〜80kgf！cm2
一

表
一一6．8　解析用 土層区分 と土質特 性

卜計

下言「 仰呂

・番号 i ・　 ・
（，f塩・） 轟 、）

「
一

  G ．L ，−19〜− 49　m140000102700 　　 0．33

G、L．−49〜　
−64　m200000155600 　 　 0，33　　　 一　　　　ゴ

　　　  G ，L ．−64〜−86　m14DOOO1052DO 　 IO ．33

  G ．L ．−86〜−100m 　　　180000151200 　 　 0．33
　　　　　　　　　　　　　　一

た。な お，ボア ソ ン 比 につ い て は，粘性 土 ， 砂質土 共 に

長 期的 に は 排水条件 に な る こ とを 考慮して すべ て 0．33と

した。

　（c＞ 沈下観測結果 と解析結果

地盤 の 層別沈下 　図
一6．45に，層別沈下量 の 経時変化を

示 す。図中の G．L．表 示 は ，そ の 深度 と基礎底面 との 相

対沈 下 量 を 示 し て い る。同図 に よ る と，G．L．− 100m

を基準 と した 最終沈下 量 は 約 12mm で あ る。一
方，地

盤の 層別沈下 分布に つ い て ，最終 の 実測値 と解析値を対

比 して 図
一6，46に 示す。 基礎底面 に お け る 実測値 と解析

結果 の 誤差 は 約 2mm で あ る が ，こ の 誤差 の 大部分 は

G，L．− 64〜− 86　m （  層）で 生 じて お り，解析で は  層

の ヤ ン グ率 を過小評価 した と考 え られ る 。 な お，同 図 に

は G．L．− 200　m ま で を対象と した解析結果 （  層 と同
一

の Ef を仮定 ） を示 して あ る が ，　 G．L 厂 100〜− 200　m

の 予 想沈下量は 約 4mm （全 沈下量 の 約22％） とな る 。

基礎の 相対沈下　誌面 の 都合上 ，結果の 掲 載 は 省略す る

が，最終計測時 に お け る基礎の 最大沈下量は約16mm ，

」 97．b一 」

図
一6．43　建物 断面 図
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図
一6，49　各調 査によるヤ ン グ係数

　　　　 E と N 値の 関係

実測 に よ る地 盤の ヤ ソ グ 係数 E
。e。 と鉛 直 ひ ず

み ev の 関 係 （K ビ ル ）

不 同 沈 下 量 は 約 8mm で あ っ た 。こ れ に対 し，解 析 に

よ る最大沈下量 は 実測値 と比較的良 い 対応を示す もの の ，

不 同 沈 下 量は 実測値 を 最大50％ 程 度 上 回 っ て お り，解

析 で 用い た 梁剛性 を実際 の 躯体剛性 よ り過小評価 した 可

能性 が 高い 。

　（3） ま とめ

　弾性波速度，土 の G ／　Gf− 　y 曲線 お よ び Steinbrenner

の 近似解 を利用 し ， 建物 の 面積 や 荷重度 に応 じて 弾性沈

下解析 用 の 地 盤 の ヤ ン グ率 を決定す る方法 に よ り，地 盤

の リバ ウ ソ ド量 と直 接基 礎 形 式 の 高層建物 の 沈下 量 を予

測 し，実測値 との 比較を 試み た 。 掘削工 事 に伴う地 盤 の

リバ ウ ン ド量 に つ い て は，解析値が 実測値を最大25％

上 回 っ たもの の，総 じて 両者は良い 対応を示 して い た。

これ に 対 して ，建物の 沈下量 に つ い て は ， 使用 した ヤ ン

グ率以外 に も躯体剛性 の 評価 に課題 を残 して い る た め基

礎の 沈下 量 に関 す る両者 の 誤差 は か な り大 きい が ， 最大

沈下量 に つ い て は20％程度 の 誤差 に 収ま っ て い る。 こ

こ で ，紹介 した事例以外に も ほ ぼ 同様な結果 が得ら れ て

い る こ とか ら7），8），本手法 は 建物の 弾性沈下予測 に 十 分

適用 可能 と考 え られ る 。　　　　　　　　 （真島正 人）

　6．5．2 施 工 時の 支持地盤 の ヤ ン グ係数の 変化

　（1） は じめ に

　建物荷重 に よ る支持地盤 の 変形量 （即時沈下）を正 し

く推定 す る こ とは，建物 の 基 礎形式 の 選 択 や 高層部 と低

層部 の 接続時期 の 検討 な ど施工 方法 の 判断 の た め に 重要

で あ る。即時沈下は 支持地盤 を 弾性体 と仮定 して 計算 す

る の が一
般的で あ り，こ の と き，地盤 の ヤ ン グ係数 の 設

定 が特 に重要 に な る。洪積層 に 直接基礎 （べ た基礎） で

支 持 した高 層 ビル の 施 工 時 に ，基礎 下 の 地 盤 の 鉛 直 変 形

量 を各 地 層 別 に測 定 し，地 下 階建設 の た め の 地 下 掘 削期

間 （掘削時 と呼ぶ）と建物の 建設期間 （構築時と呼ぶ ）

の地 盤 の ヤ ン グ係数 の 性状 を 明 らか に した 。

　   　支持地盤の 変形性状の 測定結果
9）

　K ビ ル （地 下 3 階 ，地 上 9 階） で は ，施 工 中 の 支 持

地 盤 の 各層 の 鉛直変形量 の 測定 を 建物平面 （50m × 100

m ） の ほ ぼ中央 で 実施 した 。 地 盤 性 状 と層別沈下 計の 変

位計 の 設置深度を，図一6，47に示す。また，掘削に 伴う土

被 り圧 の 減少 に よ る 支持地 盤 の せ ん 断波速度 （Vs）の

変化 を，層別沈下計の 変位計 と同深度 に 取 り付 け た 加速

度計 を用 い て掘削段 階 ご とに 板 た た き法 に よ り測 定した 。

　変位計 に よ っ て 測定 した 初期か らの 各層 の 鉛直方向の

変形量を層厚 で 除 して 求め た 鉛直 ひ ず み εv と各測定時

点 ま で の 荷重 の 変化量 とか ら Steinbrennerの 弾性近似

解 を用 い て 地 盤 の ヤ ン グ係tw　E 。，c を求め た 。
こ の とき，

地 盤 の ボ ア ソ ン 比 v は 砂質土層O．35，砂礫層0．3，粘性

土層0．45 と仮定 した
。

　図一6．48（a）は層別沈 下 計 に よ る掘削開始後 の 鉛直変

位の 測定値 か ら求め た 掘削時の Esec と εv の 関係 で あ り，

図一6．48（b）は 掘削終了後 を 初期値 と した 鉛直変位 か ら

求めた構築時 の E 、，。 と ε“の 関係 で あ る。掘削時 およ び

構築時と も に εv の増加 に よ り各層 の Ese。 が減少 して お

り，支持地盤 の ヤ ン グ係数の ひ ず み 依存性 が 高 い こ とが

分か る。掘 削 時 の 各 地 層 の E
． 、 と ev の 関 係 は 上 に 凸 な

形状で あ るが構築時 の 両者の 関係 は 下 に凸 で あ り，平板

載荷試験 に お け る除荷時 と載荷時の 性状に類似 して い る。

こ の よ うに E 、  と εv の 関係は除荷 時 （掘削時） と載荷

時 （構築時）で 異 な っ て お り，地 盤 ヤ ン グ 係数 は ひ ず み

だ け で な く拘 束 圧 の 変化 の 違 い や 塑性変形 の 生 じ方の 差
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　　 図
一6．50　ヤ ン グ係 数比 と鉛

　　　　　　 直ひ ずみ の 関係

た 地 盤 の ヤ ン グ係数 と標準貫 入 試験 に よ る N 値 との 関

係を 図
一6．49 に 示 す。図 に は K ビ ル 以 外 の データ も含

ん で い る 。 実測 に よ る E
，ec は図一6．48の よ うに ひ ず み

の 大きさで 異な るが ，図
一6，49に は 掘削時お よ び構築時

の最終時点の 値 （実測 E 、e，は割線係数 で あ り，掘削あ

る い は 構築期間の 平均値 に 相当す る）を 用 い た 。

　実 測 Esecは 標 準 貫 入 試験 に基 づ く ヤ ン グ係数推定値

（E ＝28N ）
1i）よ り大き く，同式 に よ る推定値は実際の ヤ

ン グ係数の 最小値 に近 い 値 で あ る と考 え られ る。孔内水

平載荷試験 の 砂層 お よ び 砂 礫層 の ヤ ン グ係数 （図 中の

N ≧20の 部 分 ） で は 実測 Ese。に 比 べ て か な り低 い 。一

方，洪積粘性 土 （N ≦ 10の 部 分） で は 実 測 Es  の 下 限

値に よ り近 づ い て お り，削孔 に よる応力解放の 影響 が 地

盤 に よ り異 な るた め と考 え られ る 。 平板載荷試験 は い ず

れ も掘削底面で 実施 した もの で あ る。再載荷時の ヤ ン グ

係数 は 構築時 の 実測 E ，  に 近 く，底 面 近 傍 の 地 盤 の ヤ

ン グ 係数に対 して は平板載荷試験 の 適用性が 高 い もの と

考 え られ る 。 PS 検層 に つ い て は 調査 に よ る地 盤の ヤ ソ

グ係数 の0．2〜0．5倍 の 範囲 で示 した。実測 Ese。 の ほ とん

どが こ の 範囲 に 分布して お り，PS 検層 に よ る ヤ ソ グ係

数 に つ い て は 大 幅 な低減 が必 要 で あ る こ とが 分か る。

　以上 の よ う に，原位置試験 に よ る ヤ ン グ 係数は 限 られ

た 条 件 で は 実測 Esecに 近 い 値 とな る こ とが あ る が ， 多

くの 場合 は 実測 E ，ec とは か な り異 な っ て い る。こ れは

原位置試験 に よる ヤ ン グ係数 が，図
一6．48の よ う に，支

持地 盤 に 生 ず る ひ ず み と拘束 圧 の 変化 お よび載荷履歴 の

違い に よ る変形特性 を表 した もの で は な い た め と考 え ら

れ る 。

　（4） せん断波速度 に よ るヤ ン グ係数 と実測値の関係

　地盤 の ヤ ン グ係数の 調査法 に は前述 の 原位置試験や不

撹乱試料 の 室内試験 に よ る方法 が あ る。そ れ らの うち，

せ ん 断波速度試験は非破壊試験 で ある こ とか ら，得 ら れ

た ヤ ン グ係数は他 の試験 に よ る値 に 比べ て 信頼性 が高い
。

以 下 に せ ん 断波速度 Vsか ら求めたヤ ン グ係数 Ef と実

測 E ，。．との 関係を 示 す。

　 図
一6．50〔a ）は 支 持 地 盤 の 鉛直変形量の 測 定 よ り得 た

掘 削時 の εv と E 、ec ！Ef の 関係 を K ビ ル 以 外の結果 も含
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に も依存す る こ とが

分か る。

　（3） 原位置試験 に

よ る ヤ ン グ係数 の適

用性
10）

　変位計 に よ り求め

た 鉛 直 ひ ず み εv か

ら前述 の 方法 に よ り

算出 した 地 盤 の ヤ ン

グ係数 E
，e。（以下 ，

実測 Esecと 呼 ぶ ），

同じ地盤で 行 っ た孔

内水平載荷試 験 ，平

板載 荷試 験 お よ び

PS 検層に よ り求 め

め て 示 した もの で あ る 。
Ef は 事 前 調 査 （掘 削開始 前）

の Vsか ら，前節の 式（1）に よ り求 め た 微小 ひ ずみ 時の

ヤ ン グ 係数で あ る 。 同 様 に，図
一6，50（b）は構築時の 両

者 の 関係で あ り，Ef’は 掘削終了後の 支持地盤 の せ ん断

波速度 V
。

’
か ら求 め た 微小 ひ ず み 時 の ヤ ソ グ 係数 で あ

る。V，

’
は（2）に 述 べ た 掘削時 の 支持地 盤 の せ ん 断波速

度測定結果 か ら得た鉛直有効応力 σ 。
’
と Vs との 関係 （式

（2））を用 い て 掘削前 の Vsか ら求め る こ とが で きる。

　　　Vs一α
・（σ 、；）O．2 …・・……・・一 ・・………・一 ・・…（4）

　　　α ：地盤 に よ っ て 異 な る 係数

掘 削時の εv と Esec／Ef の 関 係 ，お よび構 築 時 の εv と

E ，ecfEf

’
の 関係 は そ れ ぞ れ図一6，50中に 示 した式で 表す

こ とが で き る。事前 に 支持地盤 の Vsを 調査し Ef を 求

め，εv とEsec／Ef （ま た は EsecfEf
「
） の 関係式 を 用 い る

こ とに よ り，掘削期間および構築期間 の 各時点 の地 盤 の

ヤ ン グ係数 を 推定す る こ とが で き る 。

　   　お わ りに

　支持地 盤 の 変形 量 の 測 定 結 果 か ら地 盤 の ヤ ソ グ 係数は

地 盤の ひ ずみ と拘束圧変化 の 条件 お よび 載荷履歴 の 差 に

よ っ て異 な り，掘削時 と構築時で は微小ひ ず み 時の ヤ ン

グ係数に 対す る低減率 に違 い が あ る こ とが 明 らか に な っ

た。支持地盤 の ヤ ン グ係数の 推定方法 と して，せ ん断波

速度試験 か ら求 め た 微 小 ひ ず み 時 の ヤ ン グ係数 Ef と，

実 測 か ら得た 掘削時 と構築時 の 地盤 の 鉛直ひ ず み ε、
・と

ヤ ン グ係数の 低減率　E ，。。1Efの 関係 か ら求め る の が最 も

合理 的な方法 で あろうと考 え られ る。　　 （玉 置克之）
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